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第一部【企業情報】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の金額については、消費税等を含んでいません。
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第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次 
第29期 

第３四半期 
連結累計期間 

第30期 
第３四半期 
連結累計期間 

第29期 

会計期間 
自 平成27年４月１日 
至 平成27年12月31日 

自 平成28年４月１日 
至 平成28年12月31日 

自 平成27年４月１日 
至 平成28年３月31日 

営業収益 (百万円) 1,312,197 1,318,846 1,738,409 

経常利益 (百万円) 444,535 473,069 511,455 

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益 
(百万円) 300,365 331,120 337,440 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 289,823 341,014 312,322 

純資産額 (百万円) 2,330,068 2,667,888 2,352,566 

総資産額 (百万円) 5,463,167 5,951,943 5,268,544 

１株当たり四半期 

（当期）純利益金額 
(円) 1,526.26 1,682.53 1,714.64 

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益金額 
(円) － － － 

自己資本比率 (％) 41.9 44.2 44.0 

 

回次
第29期

第３四半期
連結会計期間

第30期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成27年10月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 531.80 590.14 

 (注) １ 各期の連結子会社数及び持分法適用会社数は次のとおりです。

回次
第29期 

第３四半期
連結累計期間

第30期 
第３四半期
連結累計期間

第29期

連結子会社数 28 29 28

持分法適用会社数 2 2 2

２ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してい

ません。

 

２【事業の内容】

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業内容について、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更

があった事項は、次のとおりです。

 なお、文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものです。

 

(4) 長期債務

 昭和62年の会社設立に際し、当社は、日本国有鉄道改革法（昭和61年法律第87号）に基づき、日本国有鉄道の長

期債務のうち3,191億円を承継しました。さらに、当社は、新幹線鉄道に係る鉄道施設の譲渡等に関する法律（平

成３年法律第45号）に基づき、東海道新幹線に係る鉄道施設（車両を除く。）を平成３年10月１日、新幹線鉄道保

有機構（以下「保有機構」という。）より５兆956億円で譲り受け、このうち４兆4,944億円については25.5年、

6,011億円については60年の元利均等半年賦により鉄道整備基金に支払うことに関して、保有機構との間に契約を

締結し、その譲渡価額を鉄道施設購入長期未払金として計上しました。 

 

(注) 保有機構は平成３年10月１日に解散し、その一切の権利及び義務は鉄道整備基金に承継されました。さらに

鉄道整備基金は平成９年10月１日に解散し、その一切の権利及び義務は運輸施設整備事業団に承継され、運輸

施設整備事業団は平成15年10月１日に解散し、その一切の権利及び義務は法律により国が承継する資産を除

き、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構（以下「鉄道・運輸機構」という。）に承継されました。

 

 当社グループは、キャッシュ・フローの相当部分を活用してこれら長期債務の縮減に努めてきました。一方、中

央新幹線の建設の推進のため、平成28年11月18日に独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法施行令（以下

「鉄道・運輸機構法施行令」という。）に基づき、総額３兆円（予定）の「中央新幹線の建設に係る貸付金借入申

請書（以下「借入申請書」という。）」を鉄道・運輸機構に対して提出しました。その借入申請書に基づき、平成

28年11月に財政投融資を活用した中央新幹線建設長期借入金5,000億円を借り入れています。その結果、連結長期

債務残高は、当第３四半期連結会計期間末日現在、２兆4,019億円となっています。また、当第３四半期連結累計

期間の支払利息は444億円であり、これは営業利益の8.6％に相当します。

 また、平成29年１月には上記に加え中央新幹線建設長期借入金5,000億円を借り入れており、今後も借入申請書

に基づく残りの借入を進める予定であることに加え、東海道新幹線をはじめとする諸事業の経営基盤の強化並びに

中央新幹線の建設に向けた取組みを着実に推進していく中で、引き続き収益力の強化、設備投資を含めた業務執行

全般にわたる効率化・低コスト化を徹底するとともに、グループ会社を含め、効果的かつ効率的な資金調達等に努

め、財務面での体力の向上を図ります。

 

(8) 超電導リニアによる中央新幹線

 当社は、自らの使命であり経営の生命線である首都圏～中京圏～近畿圏を結ぶ高速鉄道の運営を持続するととも

に、企業としての存立基盤を将来にわたり確保していくため、超電導磁気浮上式鉄道（以下「超電導リニア」とい

う。）による中央新幹線計画を進めています。

 現在この役割を担う東海道新幹線は、平成26年10月に開業50年を迎え、鉄道路線の建設・実現に長い期間を要す

ることを踏まえれば、将来の経年劣化や大規模災害に対する抜本的な備えを考えなければならない時期にきていま

す。このため、その役割を代替する中央新幹線について、自己負担を前提として、当社が開発してきた超電導リニ

アにより可及的速やかに実現し、東海道新幹線と一元的に経営していくこととしています。

 このプロジェクトの完遂に向けて、鉄道事業における安全・安定輸送の確保と競争力強化に必要な投資を行うと

ともに、健全経営と安定配当を堅持し、柔軟性を発揮しながら着実に取り組みます。その上で、まずは工事実施計

画の認可を受けた東京都・名古屋市間を実現し、さらに、大阪市まで実現することとしています。

 当社は、平成19年12月に第一局面としての名古屋市までの推進を、さらには、平成22年４月に大阪市までの営業

主体及び建設主体（以下「営業主体等」という。）の指名に同意する意思があることを表明するにあたり、それぞ

れの時点で考えられる前提条件を置いて検討を行い、路線建設を自己負担で推進しても、健全経営の確保が十分に

可能であると判断し、必要な対応を進めることを決定しました。

 また、平成19年12月には、全国新幹線鉄道整備法（以下「全幹法」という。）の適用により設備投資の自主性や

経営の自由など民間企業としての原則が阻害されることがないことを確認するため、法律の適用にかかる基本的な

事項を国土交通省に照会し、翌年１月にその旨の回答を得ました。

 その後、全幹法の手続きが進み、平成23年５月、国土交通大臣の諮問にかかる審議を行ってきた交通政策審議会

が、中央新幹線（東京都・大阪市間）の営業主体等として当社を指名することが適当であること及び整備計画につ

いて下表のとおりとすることが適当であることを答申しました。国土交通大臣は、これを踏まえ、同５月、当社の
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同意を得た上で、当社を東京都・大阪市間の営業主体等に指名しました。続いて、当社の同意を得て、下表の整備 

計画を決定し、当社に建設の指示を行いました。

 

 建設線  中央新幹線

 区間  東京都・大阪市

 走行方式  超電導磁気浮上方式

 最高設計速度  505キロメートル／時

 建設に要する費用の概算額

 （車両費を含む。）

 90,300億円

 その他必要な事項  主要な経過地  甲府市附近、赤石山脈（南アルプス）

 中南部、名古屋市附近、奈良市附近

(注) 建設に要する費用の概算額には、利子を含みません。 

 

 これを受けて当社は、第一局面として進める東京都・名古屋市間において、環境影響評価法に基づき、環境アセ

スメントの手続きを進め、平成23年６月及び８月の計画段階環境配慮書の公表、同９月の環境影響評価方法書の公

告、平成25年９月の環境影響評価準備書（以下「準備書」という。）の公告を経て、平成26年３月に沿線７都県の

知事から受け取った準備書に対する意見を勘案し、同４月に国土交通大臣に環境影響評価書（以下「評価書」とい

う。）を送付しました。その後、同７月に国土交通大臣から受け取った評価書に対する意見を勘案し、同８月、最

終的な評価書を国土交通大臣及び関係自治体の長に送付するとともに、公告しました。

 当社は、環境アセスメントの手続きと並行して、全幹法第９条に基づく工事実施計画の認可申請に必要な準備を

進め、最終的な評価書の送付と同日に、国土交通大臣に対し、品川・名古屋間の工事実施計画（その１）の認可申

請を行い、平成26年10月に認可を受け、工事を進めています。

 

 品川・名古屋間の工事実施計画（その１）の概要は以下のとおりです。

  １．区  間    品川・名古屋間 

  ２．駅の位置    品川駅        （併設：東京都港区港南）

            神奈川県（仮称）駅  （新設：神奈川県相模原市緑区橋本）

            山梨県（仮称）駅  （新設：山梨県甲府市大津町字入田）

            長野県（仮称）駅  （新設：長野県飯田市上郷飯沼）

            岐阜県（仮称）駅  （新設：岐阜県中津川市千旦林字坂本）

            名古屋駅      （併設：愛知県名古屋市中村区名駅）

  ３．車両基地の位置 関東車両基地（仮称）（新設：神奈川県相模原市緑区鳥屋）

            中部総合車両基地（仮称）（新設：岐阜県中津川市千旦林）

  ４．線路延長    285.6km

           （構造物種別）

            トンネル：246.6km（約86％）

            高 架 橋： 23.6km（約８％）

            橋りょう： 11.3km（約４％）

            路  盤：  4.1km（約２％）

  ５．線路の概要   最小曲線半径    8,000ｍ

            最急勾配    40‰

            軌道中心間隔  5.8ｍ以上

  ６．工事費          ４兆158億円

            （総工事費は５兆5,235億円（車両費を含む。山梨リニア実験線既設分は除く。））

  ７．完成予定時期  平成39年

 

 工事実施計画（その１）は、隧道、橋梁、停車場等の土木構造物が中心であり、電灯・電力線路や車両等の開業

設備については、工事内容が確定した段階で、工事実施計画（その２）として認可申請する予定です。また、工事

実施計画（その１）で申請した工事費は、４兆158億円の計画であり、これに、工事実施計画（その２）として認

可申請予定である開業設備の見込み額を合算した総工事費は、５兆5,235億円の計画です。この総工事費は、平成

21年12月の全幹法第５条に基づく調査報告での５兆4,300億円に対し、それ以降、工事内容の精査を行い、誘導集

電の採用等の高性能設備の導入や労務単価の上昇等による増額を見込む一方、コストダウンの取組みの成果等を見

込んだ結果として、935億円増加しました。 
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 引き続き、中央新幹線の工事費全般について、社内に設置した「中央新幹線工事費削減委員会」で検証し、安全

を確保した上で徹底的にコストダウンを図るとともに、開業後の運営費の圧縮に取り組みます。

 さらに、毎年の経営努力を積み重ね、経営状況に応じた資源配分の最適化を図るなど柔軟に対応することによ

り、健全経営と安定配当を堅持しながら、計画を完遂していきます。

 なお、平成28年11月に独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法が改正され、鉄道・運輸機構が当社に対

し、中央新幹線の建設に要する資金の一部を貸し付けることができるようになりました。

 当社としては、経営の自由、投資の自主性を確保し、健全経営と安定配当を堅持しつつ、長期、固定かつ低利の

貸付けを受けることにより、経営のリスクが低減され、品川・名古屋間開業後連続して、名古屋・大阪間の工事に

速やかに着手し、全線開業までの期間を最大８年間前倒すことを目指して、建設を推進します。

 

≪参考≫ 中央新幹線（東京都・名古屋市間）の路線 

 

（注） 中央新幹線（東京都・名古屋市間）の路線は、東京都内の東海道新幹線品川駅付近を起点とし、山梨

リニア実験線（全体で42.8km）、甲府市付近、赤石山脈（南アルプス）中南部を経て、名古屋市内の東

海道新幹線名古屋駅付近に至る、延長約286km（地上部約40km、トンネル約246km）の区間です。駅につ

いては、品川駅付近、名古屋駅付近のほか、神奈川県内、山梨県内、長野県内、岐阜県内に一駅ずつ設

置する計画です。 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当社は、中央新幹線の建設の推進のため、平成28年11月18日に鉄道・運輸機構法施行令に基づき、総額３兆円（予

定）の借入申請書を鉄道・運輸機構に対して提出しました。

 その借入申請書に基づき、平成28年11月24日、同12月12日に、それぞれ5,000億円を29.5年間据置、以降、元金均

等返済で借り入れる金銭消費貸借契約を鉄道・運輸機構と締結しました。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものです。

(1) 業績の状況 

 当社グループは、事業の中核である鉄道事業における安全・安定輸送の確保を最優先に、サービスの一層の充実

を図るとともに、社員の業務遂行能力の向上、設備の強化、設備投資を含めた業務執行全般にわたる効率化・低コ

スト化等の取組みを続け、収益力の強化に努めました。

 東海道新幹線については、大規模改修工事や脱線・逸脱防止対策をはじめとする地震対策を引き続き推進したほ

か、「のぞみ10本ダイヤ」を活用して、需要にあわせたより弾力的な列車設定を実施するとともに、Ｎ700Ａ（２

次車）の投入を完了しました。 

 在来線については、高架橋柱の耐震補強等の地震対策、降雨対策、落石対策、踏切保安設備改良等を計画的に推

進しました。

 営業施策については、エクスプレス予約等の会員数・ご利用拡大に向けた取組みを引き続き推進するなど積極的

な展開に取り組み、昨年８月には会員数が300万人を超えました。 

 超電導リニアによる中央新幹線については、品川・名古屋間の工事実施計画（その１）について、路線の中心位

置を明らかにするための中心線測量や、地権者等の方々に対する用地に関するご説明を行い用地取得を進めるとと

もに、品川駅（非開削工区）や名古屋駅（中央東工区・中央西工区）、都市部非常口等（４か所）、山岳トンネル
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（３か所）について工事契約を締結しました。また、地域にお住まいの方々へ工事概要や安全対策等についてご説

明するための工事説明会を開催するなど、契約を締結した工区において今後の工事着手に向けた準備を進めまし

た。さらに、工期が長期間に亘り難易度が高い、南アルプストンネル新設（山梨工区）工事、品川駅新設（北工

区・南工区）工事を進めたことに加え、南アルプストンネル新設（長野工区）工事、岐阜県の日吉トンネル新設

（南垣外工区）工事、名古屋駅新設（中央東工区・中央西工区）工事等について、本格的な土木工事に着手しまし

た。資金面では、鉄道・運輸機構法施行令に基づき、中央新幹線の建設の推進のため、総額３兆円（予定）の財政

投融資を活用した長期借入の申請を鉄道・運輸機構に対して行い、その後同機構より、5,000億円の第一回の借入

を行いました。引き続き、工事の安全、環境の保全、地域との連携を重視して着実に取り組みます。

 一方、山梨リニア実験線においては、営業線仕様の車両及び設備により、２編成を交互に運用して、引き続き長

距離走行試験を実施することなどにより、営業運転に対応した保守体系の確立に向けた検証を行うとともに、超電

導リニア技術のブラッシュアップ及び営業線の建設・運営・保守のコストダウンに取り組みました。また、「超電

導リニア体験乗車」を引き続き計画的に実施し、多くの方々に速度500km/h走行を体験していただきました。

 海外における高速鉄道プロジェクトへの取組みについては、米国テキサスプロジェクトの開発主体に対し、昨年

設立した現地子会社「High-Speed-Railway Technology Consulting Corporation」による技術支援を開始しまし

た。また、引き続き超電導リニアシステムの米国北東回廊プロジェクトへのプロモーション活動を推進しました。

加えて、台湾高速鉄道における今後の技術コンサルティング実施に向けて取り組みました。さらに、日本型高速鉄

道システムを国際的な標準とする取組みを推進しました。

 鉄道以外の事業については、ジェイアール名古屋タカシマヤにおいて商品力・販売力を高めるとともに、駅商業

施設のリニューアルを行うなど既存事業の強化に努めました。また、ＪＲゲートタワーについて、昨年11月７日に

オフィス入居を開始し、本年４月の全面開業に向けて引き続き営業・宣伝活動を行うなど準備を進めました。

 さらに、経営体力の一層の充実を図るため、安全を確保した上で設備投資を含めた業務執行全般にわたる効率

化・低コスト化の徹底に取り組みました。

 上記の結果、当第３四半期連結累計期間における全体の輸送実績（輸送人キロ）は、ビジネスを中心にご利用が

堅調に推移したことから、前年同期比1.2％増の472億３千２百万人キロとなりました。また、営業収益は前年同期

比0.5％増の１兆3,188億円、経常利益は前年同期比6.4％増の4,730億円、親会社株主に帰属する四半期純利益は前

年同期比10.2％増の3,311億円となりました。

 これをセグメントごとに示すと次のとおりです。

運輸業 

 東海道新幹線については、土木構造物の健全性の維持・向上を図るため、不断のコストダウンを重ねながら大規

模改修工事を着実に進めました。地震対策については、敷設工法を開発したことにより施工が可能となった区間を

対象に加えて脱線・逸脱防止対策に取り組んだほか、新幹線車両の全般検査（オーバーホール）を担う浜松工場に

ついて耐震性向上等を目的とするリニューアル工事を推進しました。また、「のぞみ10本ダイヤ」を活用して、お

客様のご利用の多い時期や時間帯に、需要にあわせたより弾力的な列車設定に努め、多くのお客様にご利用いただ

きました。さらに、セキュリティの更なる向上を図るため客室内等への防犯カメラ増設工事に取り組むとともに、

Ｎ700Ａ（２次車）の投入を完了しました。加えて、平成26年度から取り組んできた新型自動改札機への取替を全

駅で完了するとともに、品川駅・新横浜駅での可動柵の追加設置工事を進めるなど、安全・安定輸送の確保と輸送

サービスの一層の充実に取り組みました。

 在来線については、高架橋柱の耐震補強等に加え、在来線車両の全般検査等を担う名古屋工場の耐震化工事等の

地震対策を引き続き進めるとともに、降雨対策、落石対策、踏切保安設備改良等を計画的に推進しました。また、

「しなの」、「ひだ」等の特急列車について、需要にあわせ弾力的に増発や増結を行いました。さらに、橋上駅舎

化及び自由通路新設の計画を引き続き進め、高山駅等で供用開始するなど、安全・安定輸送の確保と輸送サービス

の一層の充実に取り組みました。

 新幹線・在来線共通の取組みとしては、駅の天井の地震対策に取り組むとともに、自然災害等の異常時に想定さ

れる様々な状況に対応すべく実践的な訓練等を実施しました。また、通訳・翻訳機能も備えたお客様ご案内用のタ

ブレット端末を駅等に導入し、サービス向上に取り組みました。

 営業施策については、エクスプレス予約やプラスＥＸの会員の方を対象に、観光型商品である「ＩＣ早特タイプ

２１」、「ＥＸファミリー早特」、「一緒に☆こだま早特」を拡充してご家族やグループでのご利用も含めた需要

喚起を図りました。また、京都、奈良、東京に加えサミット開催で国内外から注目を集めた伊勢志摩等の観光資源

を活用した各種キャンペーンやこれと連動した旅行商品を強化しました。さらに、「Ｓｈｕｐｏ」や「Japan 

Highlights Travel」により販売促進を行うなど地域と連携した取組みを行うとともに、訪日外国人旅行者向け

「周遊きっぷ」を拡充し、お客様のご利用拡大に努めました。加えて、ＴＯＩＣＡについて、電子マネー加盟店舗

の拡大等に取り組みました。そのほか、エクスプレス会員以外のお客様にもご利用いただける新幹線の新しいネッ

ト予約・チケットレス乗車サービスについて、本年夏のサービス開始に向けた準備を着実に進めました。
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 当第３四半期連結累計期間における輸送実績（輸送人キロ）は、ビジネスを中心にご利用が堅調に推移したこと

から、東海道新幹線は前年同期比1.2％増の400億９千９百万人キロ、在来線は前年同期比0.8％増の71億３千２百

万人キロとなりました。

 バス事業においては、安全の確保を最優先として顧客ニーズを踏まえた商品設定を行い、収益の確保に努めまし

た。

 上記の結果、当第３四半期連結累計期間における営業収益は前年同期比1.4％増の１兆457億円、営業利益は前年

同期比4.9％増の4,971億円となりました。

 また、運輸業の大部分を占める当社の鉄道事業の営業成績は次のとおりです。

区分 単位

前第３四半期累計期間
(自 平成27年４月１日

  至 平成27年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成28年４月１日

  至 平成28年12月31日)

新幹線 在来線 合計 新幹線 在来線 合計

営業日数 日 275 275 275 275 275 275

営業キロ キロ 552.6 1,418.2 1,970.8 552.6 1,418.2 1,970.8

旅
客
輸
送
人
員

定期 千人 11,070 200,291 209,593 11,205 203,348 212,796

定期外 千人 112,671 104,248 208,973 113,627 105,244 210,856

計 千人 123,741 304,539 418,566 124,832 308,592 423,652

旅客輸送人キロ 百万人キロ 39,615 7,075 46,689 40,099 7,132 47,232

旅
客
運
輸
収
入

旅
客
運
賃
・
料
金

定期 百万円 12,702 25,641 38,343 13,195 26,504 39,699

定期外 百万円 894,363 52,107 946,470 906,760 52,313 959,073

計 百万円 907,066 77,748 984,814 919,955 78,817 998,773

小荷物運賃・

料金
百万円 ― 8 8 ― 8 8

合計 百万円 907,066 77,756 984,823 919,955 78,826 998,781

(注) １ 旅客運輸収入の新幹線及び在来線区分は、旅客輸送計数により区分しています。また、旅客輸送人員の合計

については、新幹線、在来線の重複人員を除いて計上しています。

   ２ 旅客輸送人員、旅客輸送人キロ及び旅客運輸収入については、前第１四半期累計期間より、定期について発

売月を基準とした計上方法から有効開始月を基準とした計上方法へ変更しています。

流通業 

 流通業においては、ジェイアール名古屋タカシマヤで「タカシマヤ ゲートタワーモール」開業を見据えた売場

のリニューアル、魅力ある品揃えや、お客様のニーズを捉えたサービスの提供等により収益力の強化に努めたほ

か、本年４月17日の「タカシマヤ ゲートタワーモール」の開業に向けて営業・宣伝活動を行うなど準備を進めま

した。

 上記の結果、当第３四半期連結累計期間における営業収益は前年同期比2.1％減の1,734億円、営業利益は前年同

期比20.8％減の50億円となりました。

不動産業 

 不動産業においては、ＪＲゲートタワーで昨年11月７日にオフィス入居を開始しました。また、本年４月７日の

「ゲートタワープラザ レストラン街」やビックカメラ、ユニクロ、ジーユー等の開業、17日の「タカシマヤ ゲー

トタワーモール」、「名古屋ＪＲゲートタワーホテル」の開業に向けて営業・宣伝活動を行うなど準備を進めまし

た。さらに、駅の商業施設においては「名古屋・驛麺通り」でリニューアルを行うなど競争力、販売力の強化に取

り組みました。加えて、愛知県岡崎市内の社宅跡地を開発した分譲マンション「セントラルガーデン・レジデンス

岡崎」の販売を進めました。

 上記の結果、当第３四半期連結累計期間における営業収益は前年同期比0.4％増の495億円、営業利益は前年同期

比17.5％増の144億円となりました。
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その他 

 ホテル業においては、魅力ある商品の設定及び販売力強化に取り組むとともに、海外からのお客様のニーズも踏

まえたより高品質なサービスの提供に努めました。また、本年４月17日の「名古屋ＪＲゲートタワーホテル」の開

業に向けて、営業・宣伝活動を行うなど準備を進めました。

 旅行業においては、京都、奈良、東京に加え伊勢志摩等の各方面へ向けた観光キャンペーン等と連動した魅力あ

る旅行商品を積極的に販売しました。

 鉄道車両等製造業においては、鉄道車両や建設機械等の受注・製造に努めました。

 上記の結果、当第３四半期連結累計期間における営業収益は前年同期比0.9％増の1,640億円、営業損失は14億円

となりました。

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結累計期間において新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題は、次のとおりです。

 

 中央新幹線の建設の推進のため、平成28年11月18日に鉄道・運輸機構法施行令に基づき、総額３兆円（予定）の

借入申請書を鉄道・運輸機構に対して提出しました。その借入申請書に基づき、平成28年度と平成29年度にそれぞ

れ１兆5,000億円（予定）の借入を進めます。 

(3) 研究開発活動 

 当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は407億円となりました。

 運輸業では、山梨リニア実験線において、営業線仕様の車両及び設備により、２編成を交互に運用して、引き続

き長距離走行試験を実施することなどにより、営業運転に対応した保守体系の確立に向けた検証を行うとともに、

超電導リニア技術のブラッシュアップ及び営業線の建設・運営・保守のコストダウンに取り組みました。

 運輸業以外のセグメントでは、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 824,000,000

計 824,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成28年12月31日)

提出日現在発行数(株)

(平成29年２月８日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 206,000,000 206,000,000

名古屋証券取引所

東京証券取引所

各市場第一部

(注)

計 206,000,000 206,000,000 ― ―

 (注) 権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であり、単元株式数は100株です。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数

(株)

発行済株式 
総数残高 
(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金 
増減額

(百万円)

資本準備金 
残高

(百万円)

平成28年10月１日～

平成28年12月31日
― 206,000,000 ― 112,000 ― 53,500

 

(6) 【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

 

- 10 -



(7) 【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載するこ

とができないことから、直前の基準日（平成28年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしています。

①【発行済株式】

平成28年９月30日現在
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）

 （自己保有株式）

普通株式     8,999,100
― ―

 （相互保有株式）

普通株式       17,000
― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式   196,958,600 1,969,586 ―

単元未満株式 普通株式       25,300 ― ―

発行済株式総数 206,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 1,969,586 ―

(注) 証券保管振替機構名義の株式2,200株（議決権22個）は、「完全議決権株式（その他）」欄の株式数及び議決権

の数に含まれています。

 

②【自己株式等】

平成28年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義 

所有株式数
(株)

他人名義 
所有株式数

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式総数 
に対する所有 

株式数の割合(％)

（自己保有株式）

東海旅客鉄道株式会社

名古屋市中村区名駅一丁目 

１番４号
8,999,100 ― 8,999,100 4.37

（相互保有株式）

株式会社交通新聞社

東京都千代田区神田駿河台

二丁目３番11号ＮＢＦ御茶

ノ水ビル

17,000 ― 17,000 0.01

計 ― 9,016,100 ― 9,016,100 4.38

 

 

 

２【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。 
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第４【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第64号）に基づいて作成しています。 

２  監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日か

ら平成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る

四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けています。 
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１【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

    （単位 百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 164,871 351,641 

中央新幹線建設資金管理信託 － ※１ 500,000 

受取手形及び売掛金 47,931 47,715 

未収運賃 37,593 40,702 

有価証券 183,000 142,800 

たな卸資産 38,214 40,027 

繰延税金資産 24,222 24,011 

その他 34,921 43,944 

貸倒引当金 △37 △38 

流動資産合計 530,716 1,190,803 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 1,525,935 1,459,787 

機械装置及び運搬具（純額） 275,114 251,435 

土地 2,356,273 2,355,822 

建設仮勘定 225,268 322,187 

その他（純額） 32,139 29,760 

有形固定資産合計 4,414,731 4,418,992 

無形固定資産 24,259 24,952 

投資その他の資産    

投資有価証券 122,005 145,981 

繰延税金資産 148,760 145,220 

その他 28,158 26,080 

貸倒引当金 △87 △87 

投資その他の資産合計 298,836 317,195 

固定資産合計 4,737,827 4,761,140 

資産合計 5,268,544 5,951,943 
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    （単位 百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 67,938 59,710 

短期借入金 24,800 25,385 

1年内返済予定の長期借入金 112,236 84,919 

1年内に支払う鉄道施設購入長期未払金 77,665 41,614 

未払法人税等 105,953 63,743 

賞与引当金 27,991 14,333 

その他 222,682 224,672 

流動負債合計 639,269 514,379 

固定負債    

社債 646,126 656,145 

長期借入金 555,164 567,778 

中央新幹線建設長期借入金 － ※１ 500,000 

鉄道施設購入長期未払金 553,856 551,476 

新幹線鉄道大規模改修引当金 245,000 218,750 

退職給付に係る負債 207,625 205,449 

その他 68,936 70,074 

固定負債合計 2,276,709 2,769,675 

負債合計 2,915,978 3,284,055 

純資産の部    

株主資本    

資本金 112,000 112,000 

資本剰余金 53,499 53,498 

利益剰余金 2,241,207 2,546,717 

自己株式 △103,157 △103,159 

株主資本合計 2,303,549 2,609,056 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 22,227 31,343 

繰延ヘッジ損益 △2 △0 

退職給付に係る調整累計額 △9,375 △6,989 

その他の包括利益累計額合計 12,848 24,353 

非支配株主持分 36,168 34,478 

純資産合計 2,352,566 2,667,888 

負債純資産合計 5,268,544 5,951,943 
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（2）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位 百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年12月31日) 

営業収益 1,312,197 1,318,846 

営業費    

運輸業等営業費及び売上原価 696,199 674,199 

販売費及び一般管理費 125,214 129,830 

営業費合計 821,413 804,029 

営業利益 490,783 514,816 

営業外収益    

受取利息 246 27 

受取配当金 2,149 1,798 

受取保険金 277 309 

その他 2,652 1,845 

営業外収益合計 5,325 3,979 

営業外費用    

支払利息 17,969 15,887 

鉄道施設購入長期未払金利息 31,513 28,586 

その他 2,091 1,252 

営業外費用合計 51,574 45,726 

経常利益 444,535 473,069 

特別利益    

工事負担金等受入額 623 571 

関係会社事業損失引当金戻入額 10,712 － 

関係会社貸倒引当金戻入額 5,035 － 

その他 997 208 

特別利益合計 17,369 779 

特別損失    

固定資産圧縮損 376 324 

固定資産除却損 1,095 2,866 

関係会社株式評価損 19,061 － 

その他 588 583 

特別損失合計 21,121 3,773 

税金等調整前四半期純利益 440,783 470,075 

法人税等 145,567 140,740 

四半期純利益 295,216 329,335 

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △5,149 △1,784 

親会社株主に帰属する四半期純利益 300,365 331,120 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位 百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年12月31日) 

四半期純利益 295,216 329,335 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △7,383 9,288 

繰延ヘッジ損益 38 4 

退職給付に係る調整額 1,836 2,324 

持分法適用会社に対する持分相当額 116 62 

その他の包括利益合計 △5,392 11,679 

四半期包括利益 289,823 341,014 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 294,792 342,624 

非支配株主に係る四半期包括利益 △4,968 △1,609 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（連結の範囲の重要な変更）

 平成28年５月10日にＪＲ東海財務マネジメント㈱を新たに設立し、第１四半期連結会計期間から連結の範囲

に含めています。 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算） 

 当社においては、当事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、

税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて税金費用を計算しています。 

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第

１四半期連結会計期間から適用しています。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１ 中央新幹線の建設の推進のため、鉄道・運輸機構より資金を借り入れ、分別管理を目的として信託を設定してい

ます。 

 

２ 超電導リニアの技術開発促進を目的とする公益財団法人鉄道総合技術研究所の長期借入金に係る連帯債務額は次

のとおりです。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

  11,152百万円 8,576百万円
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３ 社債、鉄道施設購入長期未払金の債務履行引受契約及び債務引受契約に係る偶発債務は次のとおりです。 

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

  償還・支払期限 偶発債務金額 償還・支払期限 偶発債務金額 

社債      

第２回普通社債 平成28年４月25日 29,000百万円     － －百万円

第３回普通社債 平成29年10月30日 49,800 平成29年10月30日 49,800

第４回普通社債 平成30年10月31日 29,900 平成30年10月31日 29,900

第５回普通社債 平成32年１月28日 49,800 平成32年１月28日 49,800

第６回無担保普通社債 平成34年２月15日 18,995 平成34年２月15日 18,995

第７回無担保普通社債 平成34年５月10日 18,200 平成34年５月10日 18,200

第９回無担保普通社債 平成34年９月20日 20,000 平成34年９月20日 20,000

第10回無担保普通社債 平成29年９月20日 10,000 平成29年９月20日 10,000

第11回無担保普通社債 平成34年12月20日 25,000 平成34年12月20日 25,000

第12回無担保普通社債 平成45年３月18日 10,000 平成45年３月18日 10,000

第13回無担保普通社債 平成35年12月20日 9,000 平成35年12月20日 9,000

第14回無担保普通社債 平成36年３月19日 9,900 平成36年３月19日 9,900

第15回無担保普通社債 平成31年３月20日 9,900 平成31年３月20日 9,900

第16回無担保普通社債 平成31年９月20日 20,000 平成31年９月20日 20,000

第17回無担保普通社債 平成36年９月20日 9,650 平成36年９月20日 9,650

第18回無担保普通社債 平成32年３月19日 20,000 平成32年３月19日 20,000

第20回無担保普通社債 平成29年９月20日 20,000 平成29年９月20日 20,000

第23回無担保普通社債 平成30年４月25日 18,400 平成30年４月25日 18,400

第24回無担保普通社債 平成38年５月22日 9,900 平成38年５月22日 9,900

第25回無担保普通社債 平成28年６月20日 30,000     － －

第26回無担保普通社債 平成30年10月19日 18,800 平成30年10月19日 18,800

第28回無担保普通社債 平成28年12月20日 20,000     － －

第29回無担保普通社債 平成29年４月21日 20,000 平成29年４月21日 20,000

第30回無担保普通社債 平成29年５月19日 20,000 平成29年５月19日 20,000

第31回無担保普通社債 平成29年９月20日 20,000 平成29年９月20日 20,000

第33回無担保普通社債 平成30年２月22日 10,000 平成30年２月22日 10,000

第35回無担保普通社債 平成32年４月24日 19,900 平成32年４月24日 19,900

第36回無担保普通社債 平成30年５月22日 10,000 平成30年５月22日 10,000

第40回無担保普通社債 平成31年１月29日 19,800 平成31年１月29日 19,800

第44回無担保普通社債 平成31年６月19日 10,000 平成31年６月19日 10,000

第49回無担保普通社債 平成32年２月10日 14,100 平成32年２月10日 14,100

鉄道施設購入長期未払金
平成28年８月１日～

平成29年１月31日
79,632 平成29年１月31日 40,438

計   679,677   561,483

 

４ 取引金融機関と締結している貸出コミットメントの総額と借入未実行残高は次のとおりです。 

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

 貸出コミットメントの総額 100,000百万円 100,000百万円

 借入実行残高 － －

 借入未実行残高 100,000 100,000
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は次のとおりです。

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成27年４月１日
至  平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成28年４月１日
至  平成28年12月31日）

 減価償却費 179,463百万円 166,292百万円

 

（株主資本等関係）

前第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日）

   配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり 
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月23日 

定時株主総会
普通株式 11,820百万円 60円 平成27年３月31日 平成27年６月24日 利益剰余金

平成27年10月28日 

取締役会
普通株式 11,820百万円 60円 平成27年９月30日 平成27年12月１日 利益剰余金

 

当第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日）

   配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり 
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月23日 

定時株主総会
普通株式 12,805百万円 65円 平成28年３月31日 平成28年６月24日 利益剰余金

平成28年10月27日 

取締役会
普通株式 12,805百万円 65円 平成28年９月30日 平成28年12月１日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

 前第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位 百万円） 

  運輸業 流通業 不動産業 
その他 
(注１) 

計 
調整額 
(注２) 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

(注３) 

売上高              

外部顧客への売上高 1,021,977 170,268 29,087 90,863 1,312,197 － 1,312,197 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
8,866 6,913 20,265 71,845 107,891 △107,891 － 

計 1,030,844 177,182 49,353 162,709 1,420,089 △107,891 1,312,197 

セグメント利益又は 

損失（△） 
474,079 6,429 12,262 △1,374 491,396 △612 490,783 

 (注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ホテル業、旅行業、広告業、

     鉄道車両等製造業及び建設業等を含んでいます。

 ２  セグメント利益又は損失の調整額△612百万円は、セグメント間取引消去です。

 ３ セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

 

 当第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位 百万円） 

  運輸業 流通業 不動産業 
その他 
(注１) 

計 
調整額 
(注２) 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

(注３) 

売上高              

外部顧客への売上高 1,036,956 166,052 29,387 86,450 1,318,846 － 1,318,846 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
8,831 7,387 20,141 77,645 114,006 △114,006 － 

計 1,045,787 173,440 49,528 164,096 1,432,852 △114,006 1,318,846 

セグメント利益又は 

損失（△） 
497,112 5,094 14,408 △1,437 515,177 △360 514,816 

 (注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ホテル業、旅行業、広告業、

     鉄道車両等製造業及び建設業等を含んでいます。

 ２  セグメント利益又は損失の調整額△360百万円は、セグメント間取引消去です。

 ３ セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は次のとおりです。

 
 

前第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額   1,526円26銭 1,682円53銭

（算定上の基礎）      

親会社株主に帰属する四半期純利益金額 (百万円) 300,365 331,120

普通株主に帰属しない金額 (百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額
(百万円) 300,365 331,120

普通株式の期中平均株式数 (株) 196,799,240 196,799,204

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。

 

（重要な後発事象）

多額な資金の借入 

 当社は、中央新幹線の建設の推進のため、平成28年11月18日に鉄道・運輸機構法施行令に基づき、総額３兆円

（予定）の借入申請書を鉄道・運輸機構に対して提出しました。その借入申請書に基づき、次のとおり金銭消費

貸借契約を締結し、借入を実行いたしました。

(1) 借入先 

鉄道・運輸機構 

(2) 借入金額 

5,000億円 

(3) 借入実行日 

平成29年１月16日 

(4) 返済期限 

平成68年１月16日 

(5) 利率 

0.8％ 

(6) 返済方法 

平成58年７月まで据置、以降、元金均等返済 

(7) 担保 

無担保 

(8) その他重要な特約等 

資金使途は中央新幹線建設に係る費用の支払いに限定 

 

２【その他】

平成28年10月27日開催の取締役会において、第30期の中間配当に関し、次のとおり決議しました。

(1) 中間配当金の総額                       12,805,054,860円

(2) １株当たりの中間配当金                           65円

(3) 支払請求権の効力発生日及び支払開始日             平成28年12月１日

 (注) 平成28年９月30日現在の株主名簿に記録された株主に対し、支払いを行っています。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 

 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

    平成２９年２月７日 

東 海 旅 客 鉄 道 株 式 会 社 
 
 取 締 役 会 御 中 
 

   

 

  有限責任監査法人 トーマツ  

 

 
指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員
  公認会計士 北 村 嘉 章  ㊞ 

 

 
指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員
  公認会計士 水 野 裕 之  ㊞ 

 

 
指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員
  公認会計士 鈴 木 晴 久  ㊞ 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東海旅客鉄道

株式会社の平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２８年

１０月１日から平成２８年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２８年４月１日から平成２８年１２月

３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利

益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東海旅客鉄道株式会社及び連結子会社の平成２８年１２月３１日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

 

強調事項

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は中央新幹線の建設の推進のため、平成２９年１月１６日に独立行政法

人鉄道建設・運輸施設整備支援機構より資金の借入を実行した。

 当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 （注） １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しています。

２ ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
 



【表紙】

 
【提出書類】

 

確認書

 

【根拠条文】

 

金融商品取引法第24条の４の８第１項

 

【提出先】

 

関東財務局長

 

【提出日】

 

平成29年２月８日

 

【会社名】

 

東海旅客鉄道株式会社

 

【英訳名】

 

Central Japan Railway Company

 

【代表者の役職氏名】

 

代表取締役社長  柘 植 康 英

 

【最高財務責任者の役職氏名】

 

該当事項はありません。

 

【本店の所在の場所】

 

愛知県名古屋市中村区名駅一丁目１番４号

 

【縦覧に供する場所】 東海旅客鉄道株式会社東海鉄道事業本部（注）

（名古屋市中村区名駅一丁目３番４号）

 

東海旅客鉄道株式会社東海鉄道事業本部静岡支社

（静岡市葵区黒金町４番地）

 

東海旅客鉄道株式会社新幹線鉄道事業本部 

（東京都千代田区丸の内一丁目９番１号）

 

東海旅客鉄道株式会社新幹線鉄道事業本部関西支社

（大阪市淀川区宮原一丁目１番１号）

 

株式会社名古屋証券取引所

（名古屋市中区栄三丁目８番20号）

 

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

(注) 東海鉄道事業本部は、法定の縦覧場所ではありませんが、投資者の

  便宜を考慮して、縦覧に供する場所としています。

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役社長柘植康英は、当社の第30期第３四半期（自 平成28年10月１日 至 平成28年12月31日）の四

半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

 

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。

 


